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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　国際協力事業団は、メキシコ合衆国関係機関との討議議事録（Record of Discussions: R/D）等

に基づき「メキシコ・モレロス州野菜生産技術改善計画」に関するプロジェクト方式技術協力を

1996年（平成８年）３月１日から５年間の予定で実施しています。今般はその３年目に入ったの

を機に、1999年（平成11年）１月11日から23日まで、農林水産省九州農政局生産流通部次長吉

野茂美氏を団長とする巡回指導調査団を現地へ派遣し、メキシコ政府関係者と協議及び調査の結

果、プロジェクトの本格展開に向けた中間評価ならびに提言を行いました。

　それによれば、５つの活動分野いずれにおいても基礎的な実態調査が実施されるとともに、課

題も整理されつつあり、プロジェクトの進行に伴って実践的野菜生産技術の改善が少しずつ目に

見えてきていると確認されています。

　中でも、トマト栽培の重要病害となっている「チノ」症については、ウイルス病でオンシツコ

ナジラミが媒介すること、定植初期における不織布被覆により一定の防除効果があること、導入

された抵抗性品種に有望な品種があることなど、注目される知見が得られております。

　本報告書は、同調査団による協議ならびに調査結果を取りまとめたものであり、今後プロジェ

クトの運営にあたって活用されることを願うものです。

　ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表します。

　平成11年２月
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１．１．１．１．１．巡回指導調査団の派遣巡回指導調査団の派遣巡回指導調査団の派遣巡回指導調査団の派遣巡回指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　メキシコ政府は、モレロス州におけるメキシコ農業近代化訓練計画に対する日本国政府の協力

を1993年３月に要請した。この要請を受けて、日本国政府は技術協力の必要性を検討することと

し、国際協力事業団（JICA）は同年12月に事前調査団を派遣して、プロジェクト方式技術協力の

提言を取りまとめ、メキシコ政府に提出した。

　事前調査結果を受けて、JICAは技術協力の詳細内容確認のため、1995年３月に第１次長期調査

員を派遣し、現地調査及び関係当局との協議の結果、野菜栽培技術の改善と普及を目的とするプ

ロジェクト方式技術協力基本計画案について合意した。

　第１次長期調査の結果を踏まえて更に技術的な観点から具体的な協力内容及び協力範囲を策定

するため、同年６月には第２次長期調査員が派遣され、モレロス州の農家営農、市場、国立農牧

林業研究所（INIFAP）サカテペック試験場の研究施設、研究内容及び普及活動の把握などの現地

調査を行うとともに、農牧業農村開発省（SAGAR）をはじめとするメキシコ政府プロジェクト関

係者と協議を行い、調査結果を INIFAP長官に提出した。

　事前調査及び２回の長期調査結果に基づき、JICAは1995年11月、実施協議調査団を派遣して、

SAGAR、INIFAP及びモレロス州政府等メキシコ側関係機関と協議、意見交換を行い、本プロジェ

クトに係る討議議事録（R/D）及び暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation: TSI）

の署名を取り交わして、1996年３月１日より５年間のプロジェクト方式技術協力が開始された。

　協力開始から約半年経過した同年10月には、計画打合せ調査団が派遣され、TSIに基づく活動

状況の調査、TSIの妥当性の検討、詳細 TSIの設定を行った。併せて、日本側追加支援措置とし

て「プロジェクト基盤整備事業」及び「中堅技術者養成対策費」に関し、R/Dの追記を行った。

　今般は、1996年３月１日のプロジェクト開始から２年半あまりが経過し、協力実施期間の折り

返し点を越えたことから、R/D及びTSI等に基づいてプロジェクトの進捗状況を把握・評価し、計

画内容の軌道修正の必要性や実施体制の問題点などを摘出して、今後の協力過程におけるプロジェ

クトの活動内容をより適切なものとすることを目的として、本巡回指導調査を実施する。

　主要調査事項は以下のとおりである。

(1) インプット目的達成への進捗状況

　（日本側投入の状況、メキシコ側投入の状況、プロジェクト実施体制）

(2) プロジェクトの活動状況（各活動項目別）

(3) アウトプット目的達成への進捗状況（各活動項目別）

(4) 案件目的の達成見込み

(5) 上位計画との整合性
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１－２　調査団の構成

１－３　調査日程

　1999年１月11日（月）～23日（土）（13日間）

月　　日 行　程 調　査　内　容
１ １月 11 日(月) 成田→

ﾒｷｼｺｼﾃｨ
移動（成田 17:50 発 JL012 ﾒｷｼｺｼﾃｨ 17:35 着）

２ １月 12 日(火) ﾒｷｼｺｼﾃｨ JICA事務所にて打合せ
外務省、日本大使館、国立農牧林業研究所(INIFAP)、
農牧業農村開発省（SAGAR）各表敬

３ １月 13 日(水) ﾒｷｼｺｼﾃｨ→
ｸｴﾙﾅﾊﾞｶ

INIFAP協議、モレロス州へ移動

４ １月 14 日(木) ｸｴﾙﾅﾊﾞｶ プロジェクトサイト第１回協議
現地調査（サイト内圃場）

５ １月 15 日(金) 〃 プロジェクトサイト第２回協議
現地調査（実証圃）

６ １月 16 日(土) 〃 ミニッツ案作成
７ １月 17 日(日) 〃 　　〃
８ １月 18 日(月) ｸｴﾙﾅﾊﾞｶ→

ﾒｷｼｺｼﾃｨ
モレロス州政府、SAGARモレロス農政局との協議、
モレロス州知事表敬、プロジェクトサイト第３回協議
首都へ移動

９ １月 19 日(火) ﾒｷｼｺｼﾃｨ 第３回日墨合同委員会、ミニッツ署名・交換
JICA事務所報告

10 １月 20 日(水) 〃 資料整理
11 １月 11 日(木) 〃 　　〃
12 １月 22 日(金) ﾒｷｼｺｼﾃｨ→

成田
移動（ﾒｷｼｺｼﾃｨ 9:15 発 JL011 成田 23 日 16:55 着）

13 １月 23 日(土) 成田着 帰国

担当分野 氏　名 所　　　　　属
総括/普及(団長) 吉野　茂美 農林水産省九州農政局生産流通部次長
野菜栽培 木沢　睦隆 茨城県農林水産部技監
育種採種 岡田　秀樹 農林水産省農産園芸局農産課係長
作物保護 西村　範夫 農林水産省野菜・茶業試験場久留米支場病虫害研究室室長
技術協力 山口　和敏 JICA農業開発協力部農業技術協力課
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１－４　主要面談者

　＜メキシコ側＞

(1) 外務省（SRE）

　Cristina Ruiz Ruiz 科学技術協力局協力受入部長

(2) 農牧業農村開発省（SAGAR）国際総局

　Lourdes Cruz Trinidad 国際部長

　Martha Flores Cervantes 国際部次長

(3) SAGAR国立農牧林業研究所（INIFAP）

　Jorge Kondo López 長官

　Rodrigo Aveldaño Salazar 農業局長

　Raúl G. Obando Rodríguez 中央地域研究所長

　Luis A. Rodríguez del Bosque 科学交流部長

(4) SAGAR INIFAPサカテペック試験場

　Julián Cabrera Rodríguez モレロス調整本部長

　Faustino García P. 場長

　Alejo Palacios Alvarez メキシコ側カウンターパート・コーディネーター

　メキシコ側カウンターパート

(5) SAGARモレロス農政局

　Carlos Sedano Rodríguez 農政局長

　Antimio Cruz Vásquez 農政局次長

(6) モレロス州政府

　Jorge Morales Barud 知事

　Rafael Ambriz Cervantes 農業開発局長

(7) 中核農家

　José Candanosa Figueroa

　Javier Orihuela García

　Luis Granados de la Peña
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　Santos Portillo Buendia

　Adrian Villanueva Toledano

　＜日本側＞

(1) 在メキシコ日本国大使館

　丸井　康順 書記官

(2) モレロス州野菜生産技術改善計画

　西野　　寛 チームリーダー

　増渕　　清 業務調整

　鬼木　正臣 作物保護

　井上　邦夫 育種採種

　本田　宏一 野菜栽培技術

　森田　信晴 野菜栽培実証

(3) JICAメキシコ事務所

　山口　三郎 事務所長

　三牧　純子 担当所員

１－５　表敬及び協議経緯

(1) １月13日　INIFAP協議（プロジェクト運営関係者との協議）

　団長から本調査団の目的の簡単な説明の後、プロジェクトマネージャーのカブレラINIFAP

モレロス調整本部長からプロジェクト活動の進捗状況、成果について報告を受けた。同時にプ

ロジェクト実施体制についての意見交換を行った。栽培分野ではメキシコ側のモレロス州にお

ける野菜栽培の重要性を確認し、メキシコ側による土壌肥料実験室の設置及びカウンターパー

ト１名の配置を確認した。また、普及に関してはサカテペック試験場と州政府及びSAGARモ

レロス農政局との連携について、調査団から運営機関としての支援及び「生産基金

（Fundación Produce)」からのプロジェクトへの支援を要請し、INIFAP側も協力に積極的な

姿勢を示した。

(2) １月14、15日　プロジェクトサイトでの協議及び現場調査

　各分野のカウンターパートからの聞き取りによって、各分野の進捗状況及び今後の活動にお

ける課題の報告を受けた。また、中核農家をプロジェクトサイトに招いて生産者側の意見を聞
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くことにより、現行システムにおける普及員の問題点、野菜栽培技術改善に対する農家の強い

要請を確認した。また、プロジェクトサイト及び実証圃場の現場調査を行った。各分野とも多

少の課題は抱えているが、おおむね TSIに沿って進捗していることが確認された。

(3) １月18日　モレロス州政府及びSAGARモレロス農政局との協議

　州及びSAGARモレロス農政局の協力が必要な野菜栽培技術普及業務の強化について協議し

た。調査団からモレロス州における野菜栽培技術普及の重要性を強調し、メキシコ側からも前

向きな理解が得られた。州政府からは1999年度にサカテペック試験場において新たに５名の

州普及員を野菜栽培技術普及に専念させる計画が示された。

(4) １月18日　プロジェクトサイトでの協議

　野菜栽培技術の普及に向けての実証部門と各分野間の連携について、より理解を深めるため

に、サカテペック試験場においてカウンターパートと日本人専門家を集め、再度協議を行い、

普及についての相互理解を深めた。

(5) １月19日　第３回日墨合同委員会

　サカテペック試験場のカウンターパートからの活動報告及び各委員からの質疑応答の後、調

査団長から全体の評価及び今後の活動に対する普及部門の重要性が述べられた。

(6) １月19日　ミニッツ署名・交換

　プロジェクト活動の中間評価及び前日までの協議の合意事項について、ミニッツに取りまと

め、署名・交換が行われた。
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２．２．２．２．２．要　　約要　　約要　　約要　　約要　　約

　調査団は１月11日の到着後、中間評価を実施、以下の要約を含めた調査結果を、付属資料１に

添付したミニッツの中間評価レポートとして取りまとめた。

(1) 上位計画との整合性

　メキシコ合衆国モレロス州の農業の発展及び小規模農民の生活向上のため、同州に適用でき

る実践的野菜栽培技術の普及を図ることの重要性に変化はない。この意味で、本プロジェクト

がモレロス州の野菜栽培技術の普及に重要な役割を担うことが期待されている。

(2) インプット目的達成への進捗状況

　日本側投入の状況、メキシコ側投入の状況、プロジェクト実施体制ともに順調に進捗してい

ることが確認された。

(3) プロジェクトの活動進捗状況及び達成度

　詳細暫定実施計画に基づき、プロジェクト活動の進捗状況を把握、確認した結果、おおむね

暫定実施計画（TSI）に沿って進捗している。各活動分野とも今後のプロジェクト目標達成へ

の課題は残されているが、残りの協力期間でおおむね達成可能なことを確認した。

(4) アウトプット目的達成へのプロジェクト活動（各部門別）

１）適作物適品種の選定

　調査結果を今後の他分野の活動にも反映させていくことが重要である。

２）作物保護

　残された研究課題の遂行ならびに成果を普及するための病虫害防除マニュアルや技術パッ

ケージの作成と改訂が重要である。今後の最重要課題は害虫の防除である。病害分野では重

要課題の１つはウイルスの同定であり、そのための（メキシコ側の）措置が講じられること

が望ましい。

３）育種・採種

　今後は青トマトで、変異の幅があるものから優良な系統を絞り込んでいく必要がある。

４）野菜栽培技術

　今後、栽培技術改善活動の中で施肥法の改善、潜在的生産力の把握を目的として土壌に重

点をおくことは、栽培技術の改善のためにも望ましいが、プロジェクトの期間内で達成が可

能な活動にターゲットを絞る必要がある。
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５）野菜栽培実証・研修

 普及に移すべき技術の選抜を定期的に行い、試験場内及び圃場での実証圃活動を強化すべ

きである。この場合、特に栽培実証部門と他の専門部門の連携が必要である。さらに普及員

及び中核農家への研修活動を強化し、野菜生産技術の改善についての意識を高めていく必要

がある。

６）プロジェクト終了時評価のために評価手法を導入していく必要がある。

(5) プロジェクト目標達成のための提言

１）暫定実施計画（TSI）

　プロジェクト活動は、基本的にスケジュールに従って実施されてきたので、TSIを修正す

る必要はない。

２）コミュニケーション

　日本側とメキシコ側はお互いに効果的なコミュニケーションを行ってきて、協力関係をつ

くった。お互いにプロジェクトの目標を達成するためにこの関係を続けていく努力をするべ

きである。

３）カウンターパート

　日本側は、農家の野菜栽培の改善に直結する実用化技術開発に取り組もうという意識がカ

ウンターパートの中に着実に育ってきていることを評価するとともに、プロジェクト活動の

進捗に応じてカウンターパート及び補助スタッフを充実させていくことへの一層の努力を要

望する。

４）土壌についてのカウンターパートの配置

　野菜栽培技術改善活動において、農家からの強い要望がある土壌や肥料についての技術が

不足しており、プロジェクトにおいて土壌肥料に関する技術の改善を強化するために、メキ

シコ側は1999年３月から本分野に１名のカウンターパートを配置すること及びプロジェク

トサイト内に土壌実験施設を整備することを約束した。

５）予算

　メキシコ側のプロジェクト予算配分への努力を日本側は評価している。メキシコ側がプロ

ジェクトへの予算配分を確保できるように更なる努力を要望する。

６）機材

　日本から供与された機材は効果的に使われてきている。メキシコ側は活用し、施設をメン

テナンスする予算を維持するために引き続き努力すべきである。

７）プロジェクト内における技術移転部門の強化

　プロジェクト活動の実証部門における活動の強化が必要である。特に実証部門と専門部門
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間の連携の強化が必要である。さらに、野菜の実用化技術開発の農家への移転促進のために

SAGAR、INIFAP、モレロス州政府が連携を図り、体制強化に向けて努力することを要請

する。日本側はモレロス州政府が５名の普及員を野菜生産の技術移転専任として配置するこ

とを確認した。
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３．３．３．３．３．協力実施の経緯協力実施の経緯協力実施の経緯協力実施の経緯協力実施の経緯

３－１　相手国の要請概要

(1) プロジェクトの名称

　メキシコ・モレロス州野菜生産技術改善計画

(2) 協力期間

　1996年３月１日から2001年２月28日までの５か年間

(3) プロジェクト目標

１）上位目標

　メキシコ合衆国モレロス州の小規模農家に対し、適用性のある実践的野菜栽培技術の普及

が図られ、同州の農業の発展及び農民の生活向上に寄与する。

２）プロジェクト目標

　国立農牧林業研究所（INIFAP）サカテペック試験場における実践的野菜栽培技術の改善、

カウンターパートの野菜栽培技術・知識の向上及び改善技術の実証と普及員、中核農家への

移転を図る。

３）協力課題

①野菜の適作物、適品種の選定

②野菜に発生する病虫害の防除方法の開発・改善

③野菜優良原種の育種技術及び採種技術の開発・改善

④野菜栽培管理技術の開発・改善

⑤上記栽培管理技術の実証、研修及び技術移転への支援

４）メキシコ国実施機関

　農牧業農村開発省国立農牧林業研究所

National Forestry, Agricultural and Livestock Industrial Research Institute (INIFAP),

Ministry of Agriculture, Livestock and Rural Development (SAGAR)

５）プロジェクトサイト

　モレロス州 INIFAPサカテペック試験場（メキシコシティから南に125㎞、車で約２時間

30分）

６）日本側投入

①専門家派遣

長期専門家：リーダー、業務調整、野菜栽培技術、野菜栽培実証、作物保護、育種採種（計
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６名）

短期専門家：その他の分野において必要が生じたときに、プロジェクトの円滑な実施のた

めに派遣する。

②研修員の受入れ

　プロジェクト関係者を研修員として日本へ受入れる。

③機材供与

　プロジェクト実施のために必要な機材を供与する。

７）メキシコ側投入

①サカテペック試験場内の必要な建物、研究室棟、圃場その他の施設

②カウンターパートの配置

③プロジェクト運営活動費の予算措置

８）合同委員会の設置

　合同委員会を少なくとも年１回、または必要が生じた時に開催する。

３－２　暫定実施計画

　1995年11月に実施協議調査団が派遣され、12月６日に討議議事録（R/D）と暫定実施計画（TSI）、

ミニッツに署名が取り交わされた。プロジェクト開始時のTSIは下記のとおりである。

(1) 野菜の適作物、適品種の選定

１）市場性の検討

２）適作物、適品種の選定

(2) 野菜に発生する病虫害の防除方法の開発・改善

１）病虫害の実態調査

２）病虫害発生要因の解明と防除方法の改善

(3) 野菜優良原種の育種技術及び採種技術の開発・改善

１）優良原種の育成

２）採種技術の改善

３）無病苗増殖技術の改善

(4) 野菜栽培技術の開発・改善

１）慣行栽培技術の実態調査
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２）慣行栽培技術の改善

３）導入野菜の栽培技術の開発

４）末端圃場における灌漑方法の改善

(5) 上記栽培管理技術の実証、研修及び技術移転への支援

１）開発改善の実証

２）農家、普及員の研修強化

３）研修、普及教材の改善

３－３　他の協力事業との関連性

　本プロジェクト開始前の1990年８月23日から1993年８月22日まで、ミニプロ「小規模米作近

代化技術」が同サカテペック試験場にて実施された。

　また、1999年３月開始予定のメキシコ農業機械検査・評価事業計画との連携を図ることが期待

される。
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４．４．４．４．４．プロジェクト活動の進捗状況と問題点プロジェクト活動の進捗状況と問題点プロジェクト活動の進捗状況と問題点プロジェクト活動の進捗状況と問題点プロジェクト活動の進捗状況と問題点・・・・・提言提言提言提言提言

４－１　作物保護分野

(1) 暫定実施計画

　暫定実施計画（TSI）において本分野の活動は、以下のように定められている。

１）病虫害の実態調査

①発生実態調査（1996年～2001年）

②既往の研究結果の整理（1996年～2001年）

③マニュアルの作成（1998年～2001年）

２）病虫害発生要因の解明、防除方法の改善

①「チノ」の原因解明と防除方法の開発（1998年～2001年）

②コナジラミ類の類別と発生消長の解明（1998年～2001年）

③種子消毒効果（1998年～2001年）

④育苗防除対策（1998年～2001年）

⑤圃場防除対策（1998年～2001年）

(2) 進捗状況

１）病害虫の実態調査

①発生実態調査

　４回の発生実態調査により、重要病虫害の把握と防除技術に関する問題点が摘出され

た。被害の大きい病害虫として、トマトと青トマトのチノ病関連以外では、トマトで輪紋

病、疫病、立枯病、食入蛾、タマネギでスリップと黒斑病、キュウリでウイルス病、イチ

ゴでダニなどが問題であった。また、農家は農薬の多回数、高濃度、少量散布を行い、天

敵を殺す農薬も使用していることが明らかにされた。

②既往の研究成果の整理

　既往の研究成果のカウンターパートのRamirez氏により収集、整理された。

③マニュアルの作成

　普及用マニュアルがトマト・チノ病防除と立枯病防除について作成された。他について

は順次作成することであった。

２）病虫害発生要因の解明、防除方法の改善

①「チノ」の原因解明と防除法の開発

　チノ病の媒介昆虫はオンシツコナジラミであることがほぼ明らかにされ、日本の種と比

較し形態と食性に若干の差が認められた。病気の伝搬試験については、オンシツコナジラ
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ミがウイルスを媒介するという結果が得られたが、試験法にやや問題があり、大きな成果

であるので、確認が必要と思われる。チノ病の防除試験は作物保護、栽培、実証の各分野

で精力的に実施され、総合防除法が提案された。育苗時と定植時の浸透性殺虫剤の施用、

不織布の利用とその後の農薬散布を基本としている。今後、実証試験の中で効果が確認さ

れ、改善が図られると思われる。また、栽培分野の試験で、寒冷紗被覆ハウスと浸透性殺

虫剤施用を組み合わせることにより、高い防除効果が得られている。感染源となる

Sidaacutaなど数種の雑草防除は今後の課題にあげられている。チノ病抵抗性系統につい

ては有望系統が選抜されており、今後の試験結果が期待される。

②コナジラミ類の発生消長の解明

　1996～98年の２か年、オンシツコナジラミの発生消長が調査され、貴重な結果が得ら

れている。今後、発生生態と増殖要因の解明が計画されている。

③種子消毒効果

　市販種子は種子消毒されており、調査の中ではトウガラシの１品種がウイルス症状を示

し、第三燐酸ナトリウム消毒で回避できることが明らかにされた。今後、大きな問題が派

生しない限り、この小項目は解除されるということであり、妥当と思われる。

④育苗防除対策

　苗床での被害の大きな病虫害の防除法の確立が目的であり、虫害で問題となるコナジラ

ミ類は①の項で実施されており、スリップスについては残されている。病害ではトマト立

枯病の被害が大きく、河川水による汚染拡大の実態が明らかにされ、農薬による防除法が

確立された。今後、病原菌の同定が計画されている。

⑤圃場防除対策

　これまでにトマトと青トマトで問題になる食入害虫の種が同定された。今後、有効薬剤

の選定試験が計画されている。

(3) 問題点

　作物保護の分野においては、おおむね TSIに基づいて進捗している。1999年度に病害分野

から虫害分野への専門家の引き継ぎが予定されているが、病害と虫害では試験の対象と手法が

大きく異なり、さらにプロジェクトの残期間が短いので、成果を上げるためには十分な引き継

ぎが必要である。

　個別の問題点としては、チノ病ウイルスの媒介虫がオンシツコナジラミであることがほぼ明

らかにされ、大きな成果が得られつつあるが、伝搬試験にやや実験上の問題があるので、再度

確認する必要がある。また日本の種と比較し、形態と食性に若干の差が認められているので、

オンシツコナジラミの系統についての検討が必要と思われる。
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(4) 提言

１）作物保護の分野では、病害と虫害の量分野からの試験が必要である、専門家の交代の仕方

が極めて重要であるので、引継ぎを十分行い得る態勢を整える必要がある。

２）害虫の専門家の任期が短いのに対し、試験が必要な病虫害の種類は多いので、対象を重要

病虫害に絞って実施する必要がある。

３）チノ病抵抗性の有望系統が作出されつつある。抵抗性品種については育種分野からも取り

組まれているが、残された期間が短いので、目標を絞り込むことも必要である。

４－２　野菜栽培技術分野

(1) 暫定実施計画

　暫定実施計画（TSI）において本分野の活動は、以下のように定められている。

１）慣行栽培技術の実態調査

①現地圃場調査及び指導資料の整理と解析（1996年～2001年）

２）慣行栽培技術の改善

①重点作物栽培試験（1996年～2000年）

②伸長作物栽培試験（1998年～1999年）

３）導入野菜の栽培技術開発（1998年～2001年）

４）末端圃場における灌水法の改善（1998年～2001年）

＜参考＞対象野菜

(1) 重点作物：トマト、タマネギ

(2) 伸長作物：生食用キュウリ、ズッキーニ、青トマト（オオブドウホオズキ）

(3) 導入野菜：アスパラガス、ブロッコリー、カリフラワー、キャベツ

※重点作物、伸長作物については、TSI策定時の野菜栽培実態調査において選定。

導入野菜については、「野菜の適作物、適品種の選定」で実施した新野菜栽培試験により選

定。

(2) 進捗状況

１）慣行栽培技術の実態調査

①現地圃場調査及び指導資料の整理と解析

　プロジェクト開始直後に重点作物、伸長作物を対象に、栽培農家、種苗店、育苗業者、

市場等の実態調査を実施しており、その後、伸長状況に合わせて適宜実施されている。

　その結果、育苗法、施肥法、農薬の散布法などが確立されていないことが明らかになり
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栽培基準の作成を急ぐ必要が確認された。特に、施肥については、栽培農家においてもま

た、サカテペック試験場の技術指導資料においてもカリがほとんど施用されていないな

ど、三要素間のバランスが大きく崩れていることが推測され、土壌分析に基づいた施肥体

系の確立が早急に必要なことが確認された。

　また、年平均降雨量が800～1,000㎜と少なく、乾期が６～７か月に及ぶこと、灌水可

能な農地は30％であることから、今後の野菜栽培の生産性を高めるためには、合理的な水

利用技術の確立と普及が不可欠であることが確認された。

２）慣行栽培技術の改善

①重点作物栽培試験

(a) トマト

・主力野菜であるトマトは、「チノ症」発生のため大きな被害を受け、作付面積が1987

年の6,000haから現在では3,700haと激減しており、抵抗性品種の育成をはじめ育苗、

施肥、病害虫防除、灌水等総合的な技術改善が安定生産にとって必要となっている。

特に、苗については、購入している農家が多いが、育苗技術が未確立のため老化苗や

養分不足の苗が目立ち、生産力低下の大きな一因となっているなど課題が多い。

・育苗床土として、ピートモス、腐葉土、稲わら、サトウキビ粕などを利用することに

より、良質苗が育成されることが確認された。引き続き、栽培農家が確保可能な床土

資材である稲わら、サトウキビ粕のコンポスト化及び肥料の施用効果の検討を行って

おり、育苗基準を作成できる見通しで、実証段階にある。

・トマト栽培の最大の課題は「チノ症」対策であるが、抵抗性品種の選定、防除法の検

討など各分野で総合的な取り組みが行われている。栽培分野では、定植後の寒冷紗に

よる被覆、さらには寒冷紗ハウス（バイオスペース）における栽培などの検討を行っ

ており、コナジラミ回避効果を確認するなど一定の成果を得ている。また、露地栽培

においても灌水法、施肥法の改善に取り組み、技術資料の策定を予定している。

(b) タマネギ

・タマネギは、「チノ症」のため激減したトマトの代替作物として増加しているが収量

水準が低いこと、異品種の混入、貯蔵性などの問題があり、収量と品質のアップのた

めの播種期、育苗法、栽植密度、灌水法、施肥料法などの改善をすすめている。

・タマネギの育苗は、従来、約１ｍ幅のベッドに横筋まきで行われているが、これを縦

筋まきに改善し、灌水方法も畦間灌水から条間にチューブやマイクロ散水器を配置し

たところ、慣行の発芽苗の成育率39％に対して91％とめざましい改善効果が得られ、

これにサトウキビ粕、寒冷紗、稲わらなどの被覆資材の利用による育苗床の改善も加

えて新しい育苗法の開発が図られつつあり、実証段階にある。
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・栽培法においても、灌水法を畦間灌水からチューブ灌水やマイクロ灌水に変えること

により土壌水分が均一となり、成育ムラを解消するとともに、栽植密度も向上し、60

％程度の増収が可能となった。また、労力も大幅に軽減されることが確認されており、

実証段階にある。1999年春からは小型作業機の導入による新しい技術体系の確立を検

討することとしている。

②伸長作物栽培試験

(a) 生食用キュウリ

・キュウリの灌漑栽培は、直播、地這栽培で９月中旬播種を中心に10月～12月収穫が

代表な作型であるが、集中出荷になりやすく、作期の分散が経営安定の課題となって

いる。このため、優良品種の選定、作期と品種の適応性、施肥法さらには被覆資材及

び支柱の効果を確認すべく、1998年から現地調査、市場調査を参考に試験設計を作

成、試験に着手した。しかし、初年度はカウンターパートの身分上の問題もあって、

やや取り組みが遅れ、1999年春作から本格的に試験することとしている。

(b) ズッキーニ

・ズッキーニは、消費量も多く、価格が安定していることから伸長作物として位置づけ、

品種、作期、栽植密度、施肥法等を検討し栽培技術を確立、作付の拡大を図るべく1998

年から取り組んでいるが、生食キュウリと同様、カウンターパートの問題があり、本

格的には1999年春作から実施することとしている。

(c) 青トマト

・メキシコ独特の野菜で、７割近くが自家採種されているが採種技術が未熟なことも

あって、異品種が混在しており、品質が不揃いなどの問題を抱えている。このため、

育種部門で進めている品種の選抜を待って1999年から栽培試験に取り組むべく、現

地調査を実施して具体的な課題設定を行うなど準備中である。

３）導入野菜の栽培技術の開発

　「野菜の適作物、適品種の選定」により実施した新野菜導入栽培試験の結果、アスパラガ

ス、ブロッコリー、カリフラワー、キャベツの４品目を選定、1998年から栽培試験に着手

している。

　アスパラガスについては、永年作物であることからプロジェクト期間内に栽培基準を作成

することは難しいが、高温、乾燥、灌漑栽培に適した技術を検討することとしている。

　また、ブロッコリー、カリフラワー、キャベツについては、同じアブラナ科であり技術的

にも重複している部分が多いことから、作期、品種の適応性、栽植密度、施肥法、病害虫防

除、雑草管理などの課題について計画的に取り組み、技術体系を確立することとしている。

なお、現在までの試験栽培では、いずれの品目も安定した成育と全国並みの収量水準を示し
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ている。

４）末端圃場における灌水方法の改善

　モレロス州は降雨量が少なく、乾期も長いため、野菜生産の安定、拡大のためには灌水技

術の確立が不可欠となっている。しかし、サカテペック試験場においては、従来、畦間灌水

を主体とした畑灌栽培が行われてきたため、水収支、土壌の有効水分、灌水点、間断日数な

ど基礎的なデータが得られていなかった。このため、灌漑圃場を作ることとなり、プロジェ

クト基盤整備事業によって1998年３月に完成、畦間灌水、チューブ灌水、ドリップ灌水、マ

イクロ灌水などの試験が可能となり、重点作物、伸長作物を中心に灌水点、間断日数など効

率的な灌水方法の検討に着手した。

(3) 問題点

　野菜栽培分野においては、おおむねTSIに基づいて進捗しているといえるが、前半期におけ

る日本・メキシコ双方の意思疎通が十分でなかったこと、３年次にカウンターパートが交替し

たが、その身分上の問題もあって取り組みがやや遅れ気味で推移している。しかし、今後の計

画的、効率的な推進により回復可能な状況は判断される。

(4) 提言

１）プロジェクト期間内に重点作物、伸長作物、導入野菜それぞれについて、育苗法、施肥

法、灌水法病害虫防除など総合的な栽培基準を作成するためには、他分野との協力体制を更

に密にし、計画的な取り組みが必要となる。また、アスパラガスなど一部品目については、

基本的な技術指針の策定にとどまることも視野に入れて、効率的な推進を図る必要がある。

２）野菜栽培の基本ともいうべき土壌分析に基づいた施肥法に関する技術資料が少なくサカテ

ペック試験場の技術指導資料でもカリが０となっているなど、三要素バランスに疑問があ

る。また、栽培農家からの聞き取り調査でも土壌分析を希望する声が聞かれ、土壌肥料に関

する研究体制の確立が望まれる。幸い、この点に関しては、今回、メキシコ側から研究室の

設置、カウンターパートの配置について確約が得られたので残るプロジェクト実施期間であ

る２年間において実施可能な課題設定を行い、将来の研究継続を視野に入れて、機材提供、

分析手法などの技術移転を図るべきである。

＜参考＞各年度試験課題（野菜栽培分野）を以下に示す。

(1) 1996

　野菜栽培技術実態調査
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(2) 1996/97

１）野菜の育苗床土に関する試験

・コンポストの種類と混合床土の作り方

２）トマト「チノ」の防除に関する試験

・被覆資材による防除試験

・定植直後の薬剤処理による防除試験

・定植直前に行う薬剤処理の濃度試験

・アグリボンの被覆期間が着果に及ぼす影響

・定植前の薬剤処理と定植後の防除試験

３）各種資材によるコナジラミの防除試験

・銀色反射テープによるコナジラミの忌避効果試験

４）タマネギ育苗比較試験

５）タマネギ栽培法比較試験

(3) 1997/98

１）野菜の育苗土に関する試験

・稲わら・サトウキビ粕のコンポスト化について

・コンポストの育苗培地適応性について

・床土に対する化成肥料の効果について

２）トマト・チノ病総合対策試験

・トマト３品種のチノ病に対するバイオスペース及び耕種的諸技術の効果

３）タマネギ育苗試験

・灌水法と被覆資材の組合わせが発芽苗立ちに及ぼす影響

・灌水法、被覆資材及び床土混合材料の組合わせが発芽苗立ちに及ぼす影響

４）タマネギ栽培法試験

・灌水法及び栽植密度の違いがタマネギの生産に及ぼす効果に関する試験

(4) 1998/99

１）トマトの栽培改善試験

・育苗用床土の混合割合と床土量及び遮光処理の効果に関する試験

・寒冷紗ハウスの透光率の差異がトマトの成育・収量に及ぼす影響

・寒冷紗ハウスにおける増収試験

２）各種野菜の施肥適量試験

３）タマネギの栽培試験

・タマネギ育苗システムの実証試験
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・タマネギ生産システムの実証試験

・タマネギの成育と養分吸収過程の解析試験

４）生食用キュウリの栽培試験

・生食用キュウリの品種比較試験

・生食用キュウリの作期試験

・生食用キュウリの被覆栽培試験

５）ズッキーニの栽培試験

・ズッキーニの品種比較試験

・ズッキーニの作期試験

・ズッキーニの被覆試験

６）導入野菜の栽培試験

７）灌水法に関する試験

・灌水法に関する試験

・トマト及びキュウリの生育と灌水開始点に関する試験

４－３　育種採種分野

(1) 暫定実施計画

　暫定実施計画（TSI）において本分野の活動は、以下のように定められている。

１）優良原種の育成

①実態調査（1996年～1998年）

②在来種の改良（1996年～2001年）

③抵抗性系統の育成（1996年～2000年）

④優良品種の選抜（1996年～2000年）

２）採種技術の改善

①実態調査（1996年～1998年）

②慣行採種技術の改善（1996年～2001年）

③改善採種技術の導入組立（1996年～2001年）

④マニュアルの作成（1999年～2001年）

３）無病苗増殖技術の改善

①実態調査（1996年～1998年）

②ウイルスフリー株の作出（1996年～2001年）

③ウイルスフリー株の増殖（1997年～2001年）
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＜参考＞対象野菜

　タマネギ、トマト、青トマト（オオブドウホオズキ）、クズイモ（ヒカマ）イチゴ、ニンニク

(2) 進捗状況

１）優良原種の育成では、実態調査、優良母系の選抜・採種によるタマネギの在来種の改良、

トマト「チノ」抵抗性系統の選抜（1989年から行われてきた選抜試験の継続、抵抗性系統

間の交雑及び後代選抜）、トマト、タマネギの品種比較試験が行われた。

　タマネギについて、早播き栽培には高温・多湿・病気に強い在来種が用いられているが、

輸入品種（中播き・晩播き栽培用）の収量性（40～ 50ｔ /ha）に比べ、在来種タマネギの

収量性（15～ 30ｔ /ha）は低い。そのため、球形質の不揃い、抽台、異色球、分球、低収

量性を改善するために優良母系選抜・採種を行っており、1997/98試験では44系統から収量

の高い９系統・10母球/系統を選抜、母球養成し、さらに62株から固体別に採種を行った。

1998/99試験では、採種された10系統から優良母系選抜のための母球育成が行われていると

ころである。また、早播き、中播き、晩播き栽培における適正品種の選抜を行っており、市

場端境期の出荷で市場価値が高くなる極早播き栽培に適した品種の選抜も行っている。

　トマトについては、試験場で育成された「チノ」抵抗性品種の選抜が行われ、耐病性を有

しているものが選抜されているが、栽培品種に比較して、着果数が少なく、熱期が遅いとい

う傾向が見られ、商品性としては問題があることから、今後は抵抗性を持って商品性果実を

産していた世代まで遡り、系統間交雑も交代評価、抵抗性を持った優良系統の選抜を行う必

要がある。また、試験場育成抵抗性系統と導入品種/系統間交雑により抵抗性/耐病性系統

選抜されたものでは、供試系統間及び株間に「チノ」発病・果形・着果の早晩にばらつきは

みられるが、試験場育種「チノ」抵抗性系統に比較し着果は早く、着果数多く、種子数も多

い。

　品種比較試験では、雨期作低地、乾期作低地、雨期作高地において選抜品種/系統及び新

たな導入品種の「チノ」発病及び収量性について試験が行われた。しかしながら乾期作低地

においては「チノ」発病度は高く、果実収穫には至っていない。雨期作高地については、定

植期に雨が全く降らず中止となった。1999年５月雨期作から試験再開予定である。

２）採種技術の改善では、実態調査、青トマト、ヒカマ慣行採種技術の改善、タマネギ、トマ

ト改善採種技術の導入が行われてきた。

　青トマトについて、形質不揃いの要因の１つである自家不和合性に関する試験で、自家交

配により生じた種子は1.5粒/果、他家交配からは130粒/果であったことから、強い自家

不和合性を有していることが確認された。また、種果色・追熟が種子に及ぼす影響、適正収

穫期・発酵日数が種子に及ぼす影響、適日数などの調査が行われ、追熟効果は認められた
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が、発酵の必要性は認められなかった。現在は、栽植密度が採種量に及ぼす影響について試

験が行われている。

　ヒカマについては、採種における開化・着莢に関連した特性が明らかになり、着莢率が開

花数に対し25％と低く、採種量が少ないといわれていた問題点が確認された。しかし、1997

年 10月の施設建設に伴い、今後の試験を中途中止せざるをえなくなった。

　タマネギについて、母球植え付け時期及び採種地の標高が抽台開花・採種量に及ぼす影響

についての試験が行われ、その結果、採種地及び母球植え付け時期の違いによる差はほとん

ど認められず、多くの採種量を得るためには、母球植え付け期は12月、採種地は900～1,800

ｍ、母球は自然貯蔵が適当であることがわかった。現在、早播き及び中播き栽培の品種比較

試験で、有望と認められた在来品種が1997年極早播き栽培試験において通常の収量を得る

ことができたことから、その品種の種子確保を目的に採種試験、播種期が抽台開花及び採種

量に及ぼす影響を試験中である。

　トマトについては、サカテペック試験場育成ウイルス病抵抗性品種と市販品種とで採種比

較試験を行い、本試験場育成品種（z15-2）の種子に関連した情報が得られた。本系統は歪

性タイプで卵形の果実を有し、１果重：44～46ｇ、種子数：16（高地）27（低地）粒/果、

1000粒重：1.7ｇ、採種量：15（高地）16（低地）ｔ/ha。特徴としては、１果当たりの種

子数が少なく、収穫期が栽培品種より１週間ほど遅い。選抜された「チノ」抵抗性系統の採

種が目的であり、現在は中断。有望系統が選抜された時点で再開する。

３）無菌苗増殖技術の改善では、実態調査、イチゴ、ニンニクのウイルスフリー株の作出、イ

チゴウイルスフリー株の増殖が行われてきた。

　イチゴ主要栽培品種Camarroza、Chandler、№１の茎頂培養を行い、ホルモン添加のMS

培地（MS培地×AIB  1.0mg/l＋BAP  1.0mg/l＋GA3  0.1mg/l＋しょ糖30g/l）がシュー

ト発生に、また、発根にはホルモン無添加のMS培地（MS培地＋しょ糖30g/l）が適して

いることを確認した。ニンニクの適正培地選定試験は継続中、イチゴ品種比較試験では

Camarroza、Chandlerが適品種。

(3) 問題点

　全体としては、おおむね詳細TSIに沿った活動が展開されている。在来種のタマネギの優良

品種育成、トマトの交雑後代からの抵抗性/耐病性系統選抜育成、タマネギの各栽培時期に適

応した優良品種の絞り込み、トマト雨期作に適応した品種系統の選抜、青トマトの慣行採種技

術の改善及びマニュアル作成準備、タマネギ採種技術の改善、ウイルスフリー苗育成に関する

一連の技術の組立、イチゴ苗の増殖技術の確立、カウンターパートへの技術移転など順調に進

められている。
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(4) 提言

　トマト抵抗性系統の育成で、サカテペック試験場で選抜育成されてきた系統については、選

抜法系統の絞り込み・系統特性・収量性などを検討する必要がある。

　青トマトについては、採種技術の改善を行ってきているところであるが、在来種の改良につ

いてはこれから開始するところである。プロジェクト期間終了までに目に見える成果を出すた

めには時間的な問題はあるが、緑色果・大果・多収量の優良系統株の選抜及び黄化症抵抗性品

種育成にあたっては、早期にその技術的な方向づけをする必要があり、短期専門家による適切

な指導・助言が必要である。

４－４　野菜栽培実証、研修分野

(1) 暫定実施計画（TSI）において本分野の活動は、以下のように定められている。

１）開発改善技術の実証

①年間実証詳細計画の作成（実施期間1996年～2001年：以下同じ）

②野菜生産者組織の調査と実証候補地の選抜（1996年～1997年）

③実証圃での栽培実証

(a) 重点作物（1996年～2000年）

(b) 伸長作物（1997年～2001年）

(c) その他（2001年）

２）農家、普及員の研修強化

①普及組織との連携強化（1996年）

②年間研修実施計画の策定（1996年～2000年）

③CEZACAにおける研修（1996年～2001年）

④圃場開放日（1997年～2001年）

３）研修、普及教材の改善

①技術パンフレット作成（1996年～2001年）

②視聴覚教材、広報材作成（1996年～2001年）

③技術普及の追跡調査及び研究課題収集（1997年～2000年）

④新技術パッケージの作成（2001年）

(2) 進捗状況

１）開発改善技術の実証

①年間実証詳細計画の作成

　当初は３技術部門からの開発技術が出てこなかったことから、実証圃運営は実証部門主
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体の計画が策定されていたが、２年目以降計画が策定されている。３年目においては他部

門との共同設定を機に計画内容の見直しなどが開始され、現場実態に合わせた詳細計画の

作成が検討されている。

②野菜生産者組織の調査と実証候補地の選抜

　１年目に行われた現地実態調査に基づき、現場の普及組織、農家、州政府農業開発局等

関連組織との連携が確保され、実証候補地の選定が行われている。

③実証圃での栽培実証

　３技術部門からの開発技術が出てこなかったため、２年目以降慣行栽培の中から、トマ

トの「チノ」病に対する薬剤散布方法、定植後約30日間の不織布被覆をテーマに栽培実

証が実施され、かなり効果があることが判明した。３年目においてはトマト栽培について

５つの栽培実証が実施されたが、1998春夏作については雨期入りが遅れたこと、後半に雨

が多かったこと、あるいは途中の管理に失敗したことから大きな成果は得られなかった。

４年目には７つの栽培実証が計画され、一部技術部門との合同計画が作成されている。品

目もトマト、タマネギの重点作物が対象となっている。1998/99の乾期作はこれからの状

況によるが、今のところ順調な経を辿っているのではないかと考えられる。

２）農家・普及員の研修強化

①普及組織との連携強化

　初年度における実態調査、その後の現地での栽培実証、普及員、中核農家研修など日常

的な接触が行われており、連携が強化されつつある。なお、普及事業は農牧業農村開発省

（SAGAR）傘下のモレロス州農村開発事務所（DDR）、その管轄下の農村開発支援セン

ター（CADER）を通じて実施されていたが、連邦政府業務の80％を州政府に移管すると

いう地方分権化政策の中でほとんどの機関が州政府農業開発局（SDA）に移管された。

②年間研修実施計画の策定

　２年目から研修が計画的に実施され、プロジェクト活動の大きな波及効果が見られる。

③CEZACAにおける研修

　２年目から研修が実施され、研修実施の基礎ができた。

④圃場開放日

　２年目から日を定めて実施しており、普及員、中核農家の大きな反響がある。

３）研修、普及教材の改善

①技術パンフレット作成

　現行栽培基準を基に主要野菜３種６種類の農家向け技術パンフレット、ポスターが作成

され、研修などに活用されている。資料は毎年改定されることとなっている。
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②視聴覚教材、広報材作成

　写真、スライド、ビデオ等材料が収集され、プロジェクト成果の発表、紹介、パンフレッ

ト等に活用されている。

③技術普及の追跡調査及び研究課題収集

　研修参加者に対するアンケート調査、生産現場での聞き取りなどが進められている。

④新技術パッケージの作成

　成果を集積中である。

(3) 問題点

１）当初は各技術部門からの開発技術が出てこないため栽培実証部門のみの栽培実証が行われ

てきたが、プロジェクト活動が進むにつれて各技術部門での開発技術の目途がついてきたこ

ともあり、栽培実証部門全体の活動も活性化してきており、おおむねTSIに基づいて進捗し

ていると見られる。最終目的が野菜栽培改善のための開発技術を栽培実証部門を通じ普及

員、農家段階へ普及していくことが大きな課題となっており、各技術部門と栽培実証部門の

連携が特に重要になっている。この点、1998/99乾期作を前に、1998年９月下旬には、プロ

ジェクト全員で各技術部門の実証圃場を巡回しながら技術的な検討を行うとともに、進捗状

況、課題などを話し合う検討会（組織横断的な検討グループ）を開催している。この結果と

して栽培実証計画に、一部各技術部門分野との合同のものが含まれているが、今後とも、こ

ういう連携活動を強化ていくことが重要である。

２）野菜栽培の実践的技術の農家への普及について

①本プロジェクトは２年半余り経過し、試験場で開発された実践的な技術を野菜農家に普及

していくことが大きな目標となっているが、メキシコ側の普及組織体制のあり方が大きな

課題となっている。

②しかながら、本プロジェクトの栽培実証分野における暫定実施計画では実証圃が記載され

ているものの、展示圃の記載がなかった。普及を目的とする場合、展示圃を含めた活動が

是非とも必要と思われた。このことに関し、サカテペック試験場プロジェクトサイトにお

けるカウンターパートとの意見交換において議論となった。これに関し、再度プロジェク

トサイトを訪問し意見交換を行ったが、プロジェクトマネージャーのカブレラINIFAPモ

レロス調整本部長は過去にさかのぼり、本プロジェクトの実施計画協議の際、このことを

２日間にわたって協議したとし、以下のように説明した。

　「メキシコ側の現状の普及組織で野菜栽培の展示圃による技術普及を行うことには無理

があり、現状においては、実証圃を展示圃として利用していこうということになった。さ

らに、試験研究機関と普及組織を結ぶ専門家技術員制度もないことから、本プロジェクト
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のカウンターパートその役割の一端を担ってもらうこととした。

　日本側専門家、カウンターパートともこの説明に納得した。

③また、栽培実証分野については、日本人専門家１名に対しカウンターパート５名が配置さ

れている。当初３名の研究員がカウンターパートとして配置されたが、１名は1997年12

月モレロス州政府農業開発局長に栄転して離れ、その後1998年１月、モレロス州政府の

普及セクションから３名のカウンターパートが配置された、普及部門では開発技術の実証

圃設置・運営、普及員・中核農家対象の研修、改善技術を組み込んだ野菜栽培の技術パッ

ケージの作成・配布、研修教材の作成などを担当しているが、研修員のうち１名は経済担

当、１名は技術分野の人材でないことから重要業務である実証圃運営はモレロス州政府か

ら派遣・配置されている３名の職員に任されている。この３名はプロジェクトが終了する

とモレロス州に戻ることとなり、さらにこの３名は野菜関係の技術移転の業務を負ってい

ないという状況である。野菜関係の技術普及機能の強化を進めない限りプロジェクトの発

展が期待できない状況にあった。

④この点については、SAGAR、INIFAP、モレロス州政府との協議に際し、野菜を専門と

する普及員の配置、普及機能の強化などにつき再三にわたり要請した。この点、モレロス

州政府との協議においては、農業開発局長から1999年において５名の専門家をプロジェ

クトに配置したいとの表明があるなど、SAGAR、INIFAP、モレロス州政府とも野菜分野

の技術普及の重要性を認識しつつあり、サカテペック試験場を野菜関係の技術移転の核と

していく気配も見られた。

⑤また、カウンターパートとの協議の際、中核農家との意見交換（１－５節参照）を行う機

会を持った。いずれも野菜栽培についての技術指導、新品種に大きな興味を持っていた

が、現在の普及員には期待できないこと、普及員が技術指導を行う能力を付けることに大

きな期待を寄せていた。（農家５名は１月13日の圃場開放日に来場し、実証圃などを視察

し、抵抗性品種などに大きな興味を持って、自家圃場での実証圃設置を申し出ている模様

である）

(4) 提言

１）今後、開発技術を野菜栽培の実践的技術として中核農家などに普及していくことが重要な

課題となっており、従来以上に各技術部門と栽培実証部門がそれぞれ自覚し、連携を密にし

て栽培実証、研修などに精力的に取り組むことが必要である。

２）野菜栽培に関する普及組織の体制強化について、メキシコ側関係機関の連携の確保ととも

に、所要の努力を行うよう要請を行っていくことが必要である。
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５．５．５．５．５．中間評価結果総括中間評価結果総括中間評価結果総括中間評価結果総括中間評価結果総括

　メキシコ・モレロス州野菜生産技術改善計画巡回指導調査団、1999年１月11日から22日まで

メキシコ合衆国に滞在し、野菜生産技術改善計画におけるプロジェクト中間評価を行った。

　本プロジェクトの目標は「国立農牧林業研究所（INIFAP）サカテペック試験場における実践的

野菜生産技術の改善、カウンターパートの野菜栽培技術・知識の向上及び改善技術の実証と普及

員、中核農家への移転を図る」とされている。これら目標を踏まえたプロジェクトの進捗状況を

概観すると、順調に進行していると判断される。

(1) これまでの成果と課題

　５つの活動分野が設定され、いずれの分野も基礎的な実態調査が実施されるとともに、課題

も整理されつつある。プロジェクトの進行とともに実践的野菜生産技術の改善が少しずつ目に

見えてきている。中でも、トマト栽培の重要病害となっている「チノ」症については、ウイル

ス病でオンシツコナジラミが媒介すること、定植初期における不織布被覆により一定の防除効

果があること、導入された抵抗性品種に有望な品種があることなど注目される知見が得られて

いる。また、タマネギについても経済的に有利な極早播きに適した在来品種の優良系統種子の

選抜方法、栽培においては従来の畦間灌水に比べてのチューブ灌水、ドリップ灌水による増収

効果、また、青トマト良質品種の採種の好適条件、イチゴ、ニンニクの茎頂培養の好適培地の

検討など目に見えるものが出ており、栽培実証分野に移せる素材が出てきている。栽培実証に

ついても慣行栽培技術をベースとした改善技術の実証から各技術分野との合同実証圃の設定、

普及員・中核農家への研修などが軌動に乗りつつあり、普及員、中核農家にプロジェクト活動

が徐々に浸透し、大きな関心を呼びつつあると見られる。

　今後の課題としては、各分野で得られた成果を栽培実証、研究などを通じて普及員、中核農

家に普及していくことが重要な課題となっている。このためには、各専門分野と栽培実証分野

が従来以上に連携を密にして、相互の知見を総合した栽培実証を積極的に行っていくことが重

要となっている。また、栽培実証成果が中核農家に効果的に技術移転されるため、野菜分野の

普及体制の強化が最大の課題となったが、この点、今回の中間評価において INIFAP、農牧業

農村開発省（SAGAR）が理解を示したこと、特にモレロス州政府は野菜分野の普及体制強化

の必要性に大きな理解を示したいことは幸いであった。普及員の追加配置などが円滑に進めら

れることを期待したい。また、各専門分野における課題も残されているが、特に、熱帯という

自然条件下にあって、タマネギのスリップス、青トマトの食入昆虫、生理障害など究明が必要

な病虫害が多いこと、地域の土壌の特種性の解析と、土壌診断に基づく施肥法など、今後の実

践的技術の開発と普及にあたって重要な課題であると考えられる。
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(2) プロジェクトの実施環境と課題

１）平成９年度のプロジェクト基盤整備事業により整備された研修棟、深井戸、灌漑施設、圃

場整備等は、研修などの定期的な実施、灌漑により効果の実証などプロジェクトの円滑が効

果的な進行に大きな役割を果たしている。また、本プロジェクトで供与された器具機材とも

各研究室に配置されて有効に活用され、プロジェクトの推進に大きな役割を果たしている。

２）現在カウンターパート14名が配置されている。INIFAP、SAGAR、モレロス州政府等関

係機関の理解と協力態度が反映されたものとなっているが、こういう点もあってか、いずれ

も意欲的、積極的な対応が目立った。今後、土壌分野１名、普及分野５名の増員が予定され

ているが、プロジェクト効果の更なる発現のため、日本人専門家、カブレラ INIFAPモレロ

ス調整本部長、ガルシア試験場長等を中心にカウンターパート全体をうまくリードしていく

体制を確保していくことも重要である。

３）ローカルコストについては、INIFAP予算、アリアンサ・プログラム生産基金などから1997

年度に77万ペソ（邦貨換算約1,500万円、1997年４月１日現在TTSレート１ペソ＝19.72

円）が配置された。今後のプロジェクトの円滑な推進のため、予算の執行時期が遅れ気味で

あることから早期執行とともに、引き続き十分なローカルコストの確保が必要である。

４）日本人専門家とカウンターパートとのコミュニケーションについては、スペイン語という

点で難しい面があるが、日本人専門家、カウンターパート相互の努力の中で相互理解が相当

に進んでいる。また、正式協議などにおいては現地在住の日本人通訳が雇用されているが、

この通訳が相互理解の促進に大きな役割を果たしている。
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